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特別調査委員会の設置及び 2025 年 12 月期通期決算発表の延期に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、本日付で特別調査委員会を設置するとともに、本日予定

しておりました 2025 年 12 月期通期決算に係る決算発表を延期することを決議いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本日付で「2025 年 12 月期通期連結業績予想の修正に関するお知らせ」も公表しておりま

すので、併せてご確認ください。 

 

１．特別調査委員会設置の経緯及び疑義の内容 

この度、当社において、2025 年 12 月期通期決算に係る準備を進める過程において、外部機関

からの指摘を端緒に、2022 年 12 月期第２四半期に商標権譲受取引（以下「対象取引」といいま

す。）を実施した相手方である株式会社Ｒｉｇｈｔ Ｈｅｒｅ（以下「RH 社」といいます。）は連

結子会社又は関連当事者であったのではないかという疑義（以下「本件疑義」といいます。）が生

じたため、過年度の連結範囲又は関連当事者注記の要否について事実関係の調査を要する事態が

生じております。 

当社は、本件疑義に関し、専門的かつ客観的な調査が必要と判断し、外部専門家で構成する特

別調査委員会の設置を決議いたしました。 

なお、当該商標権を用いたブランド（以下「対象ブランド」といいます。）に係るビジネスの継

続への影響は一切ございません。 

当社と RH 社との主な取引実績（税抜）は以下のとおりです。 

・商標権授受取引 2022 年 12 月期 18.0 億円 

・業務受託収入 2021 年 12 月期 0.07 億円 

・業務受託収入 2022 年 12 月期 0.06 億円 

※ 2023 年 12 月期以降現在に至るまで、当社と RH 社との取引実績はございません。 

 

 

  



２．特別調査委員会の構成及び委嘱事項 

特別調査委員会の構成は以下のとおりです。 

  委員長  矢田  悠（弁護士・公認不正検査士：ひふみ総合法律事務所 パートナー） 

  委 員  小島 冬樹（弁護士：ひふみ総合法律事務所 パートナー） 

  委 員  佐藤 保則（公認会計士：合同会社デロイト トーマツ パートナー） 

  なお、特別調査委員会に対する委嘱事項（目的）は以下のとおりです。 

① 本件疑義の事実関係の解明（類似する問題の有無の確認を含む。） 

② 本件疑義による当社連結財務諸表等への影響の検討 

③ 発生原因の分析 

④ 再発防止策の提言 

 

３．2025 年 12 月期通期決算発表の延期 

当社は、2025 年 12 月期通期決算に係る決算発表を本日行うよう準備を進めてまいりました

が、前記のとおり特別調査委員会による調査が完了し本件疑義に関する事実関係が確定するまで

は、過年度決算及び当期決算に与える最終的な影響を確定することができない状況にあることか

ら、 当該決算発表を延期することといたしました。 

なお、本件疑義に関して過年度の決算の訂正を要することとなる場合、その主な影響は、RH

社による対象ブランドの開発から商標権譲受取引に至る過年度（2021 年 12 月期及び 2022 年 12

月期）の連結範囲又は関連当事者注記の妥当性、並びに 2022 年 12 月期第２四半期に行われた商

標権譲受取引に係る会計処理の妥当性であると現時点では想定しております。 

 

４．今後の予定 

当社としましては、特別調査委員会による調査に最大限の協力をしてまいります。また、調査

結果については、調査報告書を受領次第、速やかに公表いたします。 

なお、延期後の 2025 年 12 月期通期決算に係る決算発表日につきましては、決定次第、速やか

に公表いたします。 

 

 

株主及び投資家の皆様並びに関係者の皆様に多大なるご迷惑とご心配をお掛けいたしますことを

深くお詫び申し上げます。 

 

以 上 


